
10．開示すべきセグメント情報 （単位：円）

科 目 プログラム開発
普及業務

情報技術セキュ
リティ評価・認
証業務

信用保証業務 事業運営業務 情報処理技術者
試験業務

戦略的ソフト
ウェア開発業務

地域事業出資業
務 相殺及び調整 合 計

事業費用 3¶663¶282¶508 191¶642¶375 8¶423¶563 1¶398¶242¶445 2¶798¶335¶469 0 32¶388¶385 � 8¶491¶643 8¶083¶823¶102

内訳
事業費 3¶653¶277¶155 191¶642¶375 8¶423¶563 0 2¶547¶839¶474 0 0 6¶401¶182¶567

一般管理費 0 0 0 1¶397¶952¶157 250¶083¶300 0 0 � 8¶491¶643 1¶639¶543¶814

その他 10¶005¶353 0 0 290¶288 412¶695 0 32¶388¶385 43¶096¶721

事業収益 4¶031¶490¶535 191¶830¶004 70¶605¶924 1¶409¶676¶770 2¶608¶744¶804 400 31¶717 � 8¶491¶643 8¶303¶888¶511

内訳
運営費交付金収益 3¶417¶062¶070 138¶795¶422 0 1¶299¶005¶097 0 0 0 4¶854¶862¶589

業務収入 7¶730¶179 35¶457¶500 1¶637¶861 0 2¶550¶611¶000 0 0 2¶595¶436¶540

受託収入 631¶886 0 0 0 0 0 0 631¶886

その他 606¶066¶400 17¶577¶082 68¶968¶063 110¶671¶673 58¶133¶804 400 31¶717 � 8¶491¶643 852¶957¶496

事業損益 368¶208¶027 187¶629 62¶182¶361 11¶434¶325 � 189¶590¶665 400 � 32¶356¶668 220¶065¶409

総資産 13¶142¶249¶985 113¶846¶118 927¶899¶122 1¶641¶216¶069 2¶589¶595¶152 1¶281¶714 4¶331¶756¶806 � 29¶065¶496 22¶718¶779¶470

内訳
現金及び預金 10¶828¶359¶785 0 425¶916¶931 248¶799¶714 1¶556¶398¶995 1¶281¶317 25¶298¶729 13¶086¶055¶471

有価証券 100¶160¶000 0 501¶600¶000 0 170¶068¶000 0 0 771¶828¶000

ソフトウェア 849¶664¶454 3¶737¶650 0 493¶742¶019 376¶056¶658 0 0 1¶723¶200¶781

投資有価証券 407¶270¶000 0 0 0 0 0 400¶000¶000 807¶270¶000

関係会社株式 0 0 0 0 0 0 3¶906¶458¶077 3¶906¶458¶077

その他 956¶795¶746 110¶108¶468 382¶191 898¶674¶336 487¶071¶499 397 0 � 29¶065¶496 2¶423¶967¶141
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~１．業務の種類の区分及び内容は以下のとおりであります。
プログラム開発普及業務：運営費交付金を財源とする情報セキュリティ対策の強化、ソフトウェアエンジニアリングの推進、ＩＴ人材の育成等の事業の実施に関すること。
情報技術セキュリティ評価・認証業務：情報処理システムのセキュリティに関する評価・認証に関すること。
信用保証業務：プログラムの開発等に必要な資金の借入に係る債務の保証に関すること。
事業運営業務：当法人の総務、経理、企画などの管理運営に関すること。
情報処理技術者試験業務：情報処理に関して必要な知識及び技能について行う情報処理技術者試験に関すること。
戦略的ソフトウェア開発業務：産業投資特別会計からの出資金を財源とする戦略的ソフトウェアの開発・普及に関すること。
地域事業出資業務：地域ソフトウェアセンターへの出資金の管理等に関すること。

~１．役員に対する報酬等の支給の基準の概要

\ 役員の報酬について

独立行政法人情報処理推進機構役員報酬規程に基づき支給しております。

] 役員の退職手当について

独立行政法人情報処理推進機構役員退職手当規程に基づき支給しております。

２．職員に対する給与等の支給の基準の概要

\ 職員の給与について

独立行政法人情報処理推進機構職員給与規程に基づき支給しております。

] 職員の退職手当について
独立行政法人情報処理推進機構職員退職手当規程に基づき支給しております。

３．支給人員数は、年間平均支給人員となっております。
４．非常勤役員及び職員に対する給与の支給については、表中括弧内に外数として記載しており
ます。
５．損益計算書上の「人件費」は、賞与引当金繰入額、退職給付費用、法定福利費、福利厚生費、
退職金、派遣職員手当等1¶155¶095千円を含んでいるため、本表の支給額合計と「人件費」は一
致しておりません。
なお、支給額には、前年度賞与引当金21¶713千円が含まれております。
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